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【令和8年度 基本的考え方】

【令和8年度各施策 P２～P5】
1.高付加価値化支援(P2～) 2.経営基盤強化支援(P4～) 3.事業計画遂行に向けた体制づくり(P5)

連携ハブ機能を強化

連携ハブ機能を一層強化して高付加価値化支援をさらに高度化

→企業の利益向上による経営資源の再投資(人・技術・設備・研究開発投資)を加速!

「企業が最初に頼る、課題解決のフロントライン」

企業ステージ×各企業の付加価値×支援メニュー



○技術マッチング
●企業の具体的な技術ニーズに対して、市内外のものづくり企業が提案を行う技術商談会（BIZ SAITAMA）の開催

○国内外オープンイノベーション支援
●国内外の展示会にさいたま市ブースを出展
●国内外の商談会参加とドイツ等海外からの招へいによる商談

○新しいビジネスアイデアによる高付加価値サービスの創出
●企業間連携のマッチングによる新事業・新製品開発の伴走支援

（１）オープンイノベーション

（２）高度人材育成

１．高付加価値化支援
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【令和８年度 各施策】

①経営人材育成
○経営人材支援

●データに基づいた経営や国内外の企業や大学等を事業パートナーに新たな事業変革に取り組む経営者層への支援
○ビジネス・サービス創造人材

●海外の先端事例やユーザー視点からニーズや課題を見つけ、新ビジネス・サービス創出に取り組む人材を育成



②技術人材育成
○技術高度化人材

●中核人材のリスキリングを行い、AIやデータサイエンスを活用して経営者が抱える課題を解決する人材を育成
●企業と大学の技術交流を促進し、開発力向上と人材高度化を支援
●自社データの流れを可視化したうえで、データやデジタル技術を戦略的に活用し、付加価値向上を図る人材を育成

③現場力強化
○ものづくり・営業力の強化

●競争戦略、デジタル化等の幅広い知識を保有する次世代ものづくり人材や、高い提案力を保有する営業人材を育成
○採用

●学生に対する市内企業の事業PRの機会創出や新卒採用の機会創出、高度外国人材の活用機会の創出
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（３）ブランディング支援

○ブランドプロモーション
●自社製品やサービスのブランド構築による付加価値向上に資する支援

○Go-Tech等による開発支援
●中小企業等が大学、公設試等の研究機関等と連携して行う、AIやデータサイエンス等を含む最新の技術を活用した、

ものづくり基盤技術及びサービスの高度化に向けた研究開発及び事業化に向けた取組を支援

（４）研究開発支援



（５）新市場開拓・海外展開支援

○成⾧産業分野への参入支援
●成⾧産業分野（AI、航空、宇宙、情報通信等）への進出や事業拡大を支援

○海外展開支援
●ドイツ、インド、ベトナム等のクラスターや支援機関、大学等と連携、海外進出のステージに合わせた段階的な支援
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２．経営基盤強化支援

○創業者支援
●新たな技術やサービス、ビジネスモデルを有する創業者や事業者に対する伴走支援（SCAP）

（１）創業支援

（２）金融・経営支援

○創業相談・経営相談
●創業や新規事業を検討している事業者に対して、専門家による相談、伴走支援（経営改善、人事労務、SDGsなど）

○金融相談
●中小企業者及び創業予定者への資金調達支援

○他機関等との連携
●金融機関や他支援機関との連携を通じて企業の本質的な経営課題の解決 （事業拡大、経営改善、事業承継など）
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○会員ニーズに応えるサービスの充実
●福利厚生サービスのハイブリッド化を見据え、利用者視点での利便性向上と脱アナログを推進

○福利厚生サービスを活用した人材確保・定着支援
●中小企業における人材確保や離職防止の経営課題に対して、福利厚生サービスを通じて働きやすい職場環境づくりを支援

（３）福利厚生支援（ワークジョイさいたま）

（４）DX支援

○DX人材育成支援
●業務でデジタル化・AI活用を推進し、社内での生産性向上を担う人材を育成

○DX伴走支援
●企業の課題解決に資するデジタル活用と実装について専門家による伴走支援

３．事業計画遂行に向けた体制づくり
○職員のスキル・知識向上

●外部研修の積極的な活用や財団内研修及びOJTの実施による高度支援人材及び経営人材の育成
○業務効率化

●AI等デジタルツールの活用や既存システムの見直し等、業務効率化に向けた取組の実施
○安心して働ける職場環境づくり

●各種休暇制度や厚生給付金制度の計画的・積極的な利用の促進によるワークライフバランスの取れた職場環境づくり
○コンプライアンス遵守に向けた取組

●法令、規則、企業倫理、社会規範等、コンプライアンス遵守のための研修等の実施



目 標

【目標設定の考え方】
令和６～８年度中期計画や本事業計画の実現と、市が策定している「さいたま市

総合振興計画」等に基づき、財団事業を推進することにより、その達成を図ることを目
的として設定する。
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（令和７年度）令和８年度

（240件）240件１．マッチング件数

（55社）60社２．人材育成支援社数

（70件）72件３．創業件数

（1,175人）1,100人４．ワークジョイさいたま 新規会員獲得数


